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マ ー ケ テ ィ ング ・チ ャ ネ ル に お け る

「統 御(governance)」 の メ カ ニ ズ ム

崔 黒容

1は じ め に

1長 期協 力的企業間関係の構築に対す る関心の高揚

本 稿 の 目的 は マ ー ケ テ ィ ング ・チ ャ ネ ル論(以 下,チ ャネ ル論 と略 す)を 対

象 に,主 に 企 業 間 関 係 に お け る統 御(govemallce)の 問 題 に 関 す る研 究 を レ

ビュー し,そ の意 義 と間題 点 は何 か を 論 じ る こ とで あ る。 周 知 の よ う にチ ャ ネ

ル論 は1980年 代 後 半 以 降,大 き なバ ラ ダ イム変 革 を経 験 して きた.そ れ は,交

換 当 事 者 間の 長 期 的 か つ 協 力 的 関係(long-temcooper且tiverelations)の 戦 略

的 価 値 を 評価 し よ う とす る動 き に他 な らな い 。

企 業 間 にお け る長期 協 力 的 な 関係 を 構 築す る こ との意 義 につ い て は,隣 接 分

野 で 既 に評 価 され て い た 。例 え ば,臼 動 車 産業 を 巾 心 と した 目本 企 業 の 国 際 市

場 に お け るパ フ ォー マ ンス の高 さ の原 因 を探 る過程 で,完 成 車 メ ー カ ー とそ の

部 品納 入業 者 との 間 の 長期 継 続 かつ 協 力 的 関 係 に関 心 が集 ま り,長 期 継 続 的 取

引 の 戦略 的優 位 性 を解 明 す る一 連 の研 究 が 出現 した(e,g.,Asanuma[1989],

Cus㎜ano&Takeishi[1991],Sako[19921,伊 藤[1989])。

マ ー ケ テ ィ ン グ 論 の 分 野 で も主 に 北 欧 のIMP(Industr囲Marketingand

Purchasing〉 グ ルー プ な どを 中 心 と して,主 流 ア メ リ カ ・マ ー ケ テ ィ ン グが 明

示 的 ま た は暗 黙 的 に依 拠 して きた離 散 的 ・対 立 的 交 換 観 を批 判 しな が ら,顧 客

との持 続 的 ・安 定 的関 係 の 形 成 が 長 期 的 な企 業 の成 果 を保 証 す る とい う所 謂 リ

レー一シ ョ ン シ ップ ・マ ー ケ テ ィ ン グ(relationshipmarketing)が 独 自 の 領 域
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を構 築 す る よ うに至 って きた(c.f.,Hakansson[19821,藤 岡[2001],Sheth

&Parvatiyar(ed,)[2000])。

さ ら に,戦 略 論 や 企 業 問 関係 論 の分 野 で も有 効 な 企業 間 関係 の構 築 に注 目す

る成 果 が 出 て きて い る。 そ れ ま で の 戦略 論 にお い て は,企 業 の競 争 優 位 の源 泉

を そ の企 業 が 属 して い る産 業 構 造 に求 め る産 業 組 織 論 的 な ス タ ンス(i.e.,Poト

ter[1980])や,個 別 企 業 の 内 部 で 蓄 積 され る特 殊 な資 源 に注 目す る,資 源 依

存 ア プ ロー チ(eg,,Pfeffer&Salancick[1978]。Peteraf[1993],Bamey

[1991])が 主 流 を 占 め て い た こ とか ら も窺 え る よ うに,企 業 間 の 協 力 や 連携

へ の 関心 は比 較 的 に 少 な か った(c,f,,近 能[2002])。 しか し,近 年 多 くの 産 業

にお い て,他 企 業 との関 係 を ど うマ ネ ジ メ ン トして行 くのか とい う問 題 は,企

業 間 関係 の ダイ ナ ミ ック スが 生 み 出 す 差 別 的優 位 性 へ の注 目 を促 す 上 で も中 心

的 な課 題 に な りつ つ あ り(Jap[1999],山 倉[1999]),そ れ に関 連 す る研 究

成 果 も少 な か らず紹 介 さ れ て い る。(e.g.,Badaracco[1991],Bamey&Han-

sen[1994],Hame1[19911,J(》hnstoll&Lawrence[1988],野 中[1991],

Ring&VandeVen[1994])

2本 稿の分析対 象

以 上 の よ うな動 き と と も に,チ ャ ネル論 の 分 野 で もそ れ ま で チ ャネ ル 論 を

リー ドして き た,パ ワ ー ・コ ンフ リク ト論11の 現 実説 明 力 の 妥 当 性 が 問 わ れ つ

つ あ った 。 そ の 理 由 は,バ イ イ ング ・パ ワー を増 して きた大 規 模 流 通 業 者 の存

在 が メ ー カー の チ ャ ネ ル政 策 上,よ り一 層 重 要 に な って きた とい う現 実 問題 を

背 景 に,パ ワー 資 源 の 行使 に基 づ く対 症 療 法 的 な チ ャ ネル 管理 のや り方 が,も

は や そ の実 践 的 な有効 性 を大 き く失 墜 して しま った か らに他 な らな い 。 しか も,

大 規 模 流 通 業 者 に対 す る従 来 型 の 一方 的 な パ ワー執 行 の 姿勢 は,メ ー カ ー 自 身

の 成 果 に 否 定 的 な影 響 を 及 ぼ す(Brown,Lusch&Nicholson[19951)だ けで

1)パ ワ ー ・コ ンフ リ ク ト論 の 詳 細 な レ ビ ュー に関 して は,Reve&Steml1979].Gaski[1984],

石 井[1983],陶 山 ・高 橋 編[1ggo1な どの 文 献 が 参 考 に値 す る。
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はなく,大 規模流通業者との問に葛藤を増幅させ。頻繁な交渉やモニタリング

などを含む膨大な取引コス トの発生に繋がることによって,シ ステ為全体の効

率 を損ねるとす ら報告 されている(e.g.,佐 藤[1993],[1994],[1996],渡 辺

[1994])。

このようにチャネル ・メンバーを単なる管理の対象や交渉の相手と見なす近

似眼的な姿勢に対する反省を踏まえて,チ ャネル論においても企業間の長期的

かつ協力的関係を構築する必要性は徐々に認識されてきたのである,、1980年代

後半を境に最近に至るまでのチャネル論における注日すべき成果のほとんどは,

以上のような理論的関心 と現実的必要性を反映したものと見て差 し支えない。

これらの研究群を総称する合意された用語は存在 しないが3),本 稿ではAmdt

[1979]の 「内部化された市場(domesticatedmarket)」 やDwyer,Schurr&

OhL1987]の 「関係的交換(relati・nalexchange)」 などの概念提示に触発 さ

れ台頭 して きた…連の概念的 ・経験的研究を念頭 に置いている,、

この一連の研究潮流を研究目的別に追ってい くと,少 なくとも3つ の研究類

型が識別される、.その一つは,交 換関係におげる当事者間の意思決定を調整す

るルールまたは枠組みを指す,統 御構造(govemancestructure)の 究明に関

わる一連の研究である。この研究群は,ま た,統 御構造の選択をめぐる問題 と,

取引特定的投資を防御(safeguard)す ることによって特定の統御構造を維持

してい くための具体的な手段を模索した研究,と に大別することがで きる,、

統御構造に関する議論が企業問の交換関係を長期協力的に導 く制度的枠組み

を探る議論である一方に,企 業間の長期協力的関係を企業間の持続的な相互作

用(1interaction)の 結果 として捉えようとする立場に立ち,議 論のレベルを企

業間の具体的な行動的次元に落 とした研究群が存在する。そこでは特に交換関

係の社会的 ・非経済的側面への注意を喚起 しながら,長 期協力関係をもたらす

行動的または心理的な次元での先行変数などを探ろうとする姿勢が目立ってい

2)例 えば、 垂 直 的協 同 関 係 論(渡 辺[1997]).開 係 論(金[1998D,協 調 的 関係 論(高 嶋

[19901.t1994])な どの用語で示 されているのが ・この研究群 を指称す るものである。
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る鼻

最後には,相 対的に研究の蓄積が浅いが.長 期協力的な取引関係がチャネル

参加者の具体的なパフォーマンスに与える影響,ま たは,長 期協力関係そのも

のの成果を直接的に測定 しようとする研究がある。 もちろんこの他にも,こ の

3類 型のいずれか複数の特徴を含むものもあり,ま た,研 究の方法においても,

統計的データの収集 ・分析による経験的研究,シ ミュレーション,歴 史研究,

文献サーベイ,概 念構築的研究など実に多様な形態をとっている。

以上のうち本稿では,チ ャネルにおける統御の問題を直接的に扱っている研

究に焦点を絞る。本稿の構成は次のようである。まず,第H節 では 「特定の状

況下ではどのような統御構造を選択すれば取引の成果が上がるのか」に注目し

た統御構造選択論を,第iH節 では,統 御構造選択論が見逃していた多様な統御

のメカニズムを,取 引特定的投資の防衛問題を媒介としながら農開している研

究,を それぞれ整理する。第IV節では,防 衛研究が持つ若干の問題点を指摘 し

た上,そ の問題に対する補完的な研究として位置付 けられる研究を紹介する.

最後に第V節 では,こ れまでの議論をまとめて,統 御の研究が近年のチャネル

論の発展に対 して与える主な貢献 と,統 御研究の分析視覚に依然 として残され

ている限界点を指摘することによって、今後のチャネル研究が,チ ャネル ・メ

ンバー問のインタラクションが生み出すポジティブな産物を究明する,よ り発

展的な方向に向かうべ きであることを主張する。なお上記の3つ の類型化に

沿った近年のチャネル論全体における網羅的な レビューに関しては稿を改める

ことにする。

ll伝 統的な統御構造選択論

交 換 関 係 に お け る統 御(g・vemance)と は,交 換 当 事 者 間 の 関 係 の 開 始.

解 消,及 び維 持 を 包括 す る多 次 元 の概 念 で あ り(Heide「1994]),関 係 全 般 に

関 す る当事 者 間 の意 思 決定 を調 整 す る根 拠 とな る ル ー ル亭 枠 組 み の こ とで あ る。

特 定 の 交 換 関 係 を 統 御 す る 一定 の 様 式(モ ー ド)を 統 御 構 造(govemance一



56(236)第171巻 第3号

structure)と 呼 ぶ な らば,統 御 に 関 す る チ ャネ ル論 の最 もプ リ ミテ ィブな 関 心

は,「 あ る特 定 の 条 件 の下 で は,ど の よ うな 統 御 の モ ー ド(二 統 御 構 造)を 選

択 す れ ば,交 換 関係 を最 も効 率 的 に維持 で きる のか 」 とい う問 題 で あ った 、、 こ

う した研 究 を こ こで は便 宜 的 に統 御 構造 選択 論 と呼 ぶ こ とに したい 。統 御構 造

選 択 論 の ほ とん どの 研 究 は,取 引 コ ス ト論31(transaction-costtheory)と 資 源

依 存(resource-based)ア プ ロー チ に 理 論 的 な バ ックボ ー ンを 置 い て い る。 そ

れ は当 然で あ りなが ら,こ の 両 理 論 が企 業 問 関係 に お け る統 御 構 造 の 選択 に関

す る最 も オー ソ ド ックス な分 析 ッー ル を提 供 して くれ るか らで あ る。

例 え ば,取 引 コ ス ト論 で は.資 源 の 特 定 性(assets正)ecificity),不 確 実 性

(uncertainty),取 引 頻 度(frequency)と い った 交 換 に ま つ わ る諸 次 元 の タ イ

プが異 な れ ば,そ れ に見 合 う最 適 な 統御 構 造 も異 な る と してい る。従 って,交

換 の主体 は交 換 の諸 次 元 と整 合 す る最 適 な統 御 構 造 を選 択 す る こ とが で き,そ

の選 択 肢 と して は,市 場(market),階 層 組 織(hierarchy),双 務 的 統 御(bi-

lateralgovemance)の3分 法 が提 示 され て い る。 結 果 的 に,交 換 の 諸 次 元 と

採 択 さ れ て い る統 御 構 造 とが 整 合 す れ ば,取 引 の成 果 は上 が る(;取 引 コス ト

は下 が る)と い うので あ る(c.f.,Willlamso11[1975],[1985])彊)。

他 方,資 源依 存 ア プ ロ ーチ にお い て も,企 業 間 に お け る資 源 の 依 存状 態 が企

業 間の パ ワー 関係 を規 定 し,ま た,不 確 実性 の レベ ルが 資 源 の 人 手 可 能 性 に 影

響 を与 え る こ とに よ って.協 力 の レベ ル や タイ プ は違 う形 を取 りう る,と さ れ

て い る(c.f.,Pfeffer&Salanclk[1978])。 よ って そ こ に は,企 業 が 特 定 の 条

3)し か し,取 引コス ト論 をマ ーケテ ィングの問題 に応用 してい る研究は,チ ャネルに関する研究

以外に も,組 織 内部 のmakeorhuy問 題や海外市場への参入形態 の決定な ど,多 様 なコ ンテキ

ス トに散在す る。本稿で は,チ ャネルの統御 問題 を直接的 に取 り」=げた ものだけを レビューする

ために,そ のすべ てを概観す ることはで きない。 マーケテ ィング 般 の問題,ま たは,チ ャネル

論における取 引 コス1・論 を応用 した研究を網 羅的に レビュー してい るものとしては,Rilldf且eisch

&Heide[19971,LI高[2001]第2章 が参考 にな る「,

4)し か し,厳 密 に言 うとWilhamson流 の取 引 コス ト論でほ,交 換当事者の うち一方 の取引 コス

トだけを対象 としてお り・そ の限 り,取 引コス トが節約 され る(ま たは下が る)と は システム全

体の取引 コス トの節約 を意味す るものではな く,あ くまで も部分最適な観点か らの議論になる。

伝統的な取 引コ ス ト論のこの ような点を批判 しなが ら,取 引 にまつわ る全ての参加 者σ)取引コス

トを考慮 に入れるべ きで あると主張 している ものと しては,Zajac&Olsen[1993]が あ る。
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件 にマ ッチ す る協 力 の タ イプ を恣 意 的 に選 択 す る こ とに よ っ て,競 争 優 位 に貢

献 す る資 源 を獲 得 す る こ とがで き る とい う含 意 が存 在 す る ので あ る。

この よ うな伝 統 的 な統 御 構 造 の選 択 問 題 をチ ャネ ル論 の文 脈 に応 用 した 研 究

と して は,ま ずHeide[1994]を 取 り上 げ る こ とが で き る。 彼 は,資 源 依 存 理

論 や 取 引 コ ス ト論,関 係 的 契 約 論 な どの 文 献 レ ビ ュー を 通 じて,市 場 的 統 御

(marketgovemance),双 務 的統 御(bilatemlgovemance),お よび 片 務 的(階

層 的)統 御(unilateml/hlerarc1]icalgovemance)と い う3つ の統 御 形 態 を抽

出 した 。 彼 は こ の 分 類 に 従 っ て,産 業 用 部 品 の 供 給 業 者 と顧 客 た るOEM

(originalequipment-nanufacturer)と の 関 係 を 対 象 に,双 務 的 統 御 が 牛 じる

条件 につ いて の経 験 的 調査 を行 った。 そ の結 果,当 事 者 間 の 依存 状 況 が対 称 的

で,か つ,相 互 に高 度 な 依 存 関係 が 存 在 す る 際 に は,柔 軟 な 調 整 プ ロ セ ス

(flexibleadjustmentprocess)『1の 形 態 を と る双 務 的統 御 が促 進 され る こ とが 明

らか にな った 。逆 に当事 者 の 一 方だ けが 一 方 的 に依 存す る非 対 称 的 な依 存 関係

の もとで は,双 務 的統 御 は衰 退 す る とい う負 の効 果 が示 され た。

Heide[1994]の 研 究 で は,企 業 間 の 依 存 の状 態(相 互 依 存 度 と依 存 の対 称

性)と い う側 面 だ け で 関 係 の特 徴 を捉 えて い る の に 対 して.Frazier&Anlta

[1995]は 資 源 依 存 ア プ ロ ーチ に依拠 して,依 存 状 態 とい う要 因 の 他 に,環 境

の不 確 実 性 とい う次 元 を加 えて6つ の 関 係類 型 を識 別 して い る(第1表 参 考)。

彼 らは,近 年 のチ ャネ ル関 係 に は 長 期化 の傾 向 だ けで は な く.メ ー カー 同士 の

水 平 的競 争 の 激 化 に よ る コ ス ト削 減政 策 な ど の影 響 で,流 通 業 者 との 関係 が よ

り険悪 化 す る 傾 向 も同時 に 見 られ る と指 摘 した 上 .「 企 業 は な ぜ,い つ,ど の

よ うな条 件 の 下 で 長期 的 な チ ャネ ル 関係 を望 む の か 」 とい う問題 に答 え る た め

の枠 紅 み を提 案 した 、,そして,相 互 依 存 の 状 態 と環 境 不確 実 性 の レベ ル に よ っ

て 提 示 さ れ て い る6つg関 係 類 型 の うち,不 確 実 性 の程 度 に 関係 な く,当 事 者

5)こ こで柔軟性 とい う構成概念 の操作化 は,次 の3項 目で測 定された・① 諸変 更に伴 う要請に

応 じた柔軟性 は この関係 の特徴で ある。② 当事 者達は環境の変化へ の対処 のために,進 行中の

関係 において調整 を行 うことが 可能で あると予測 す る。③ 予期 しない事態が発生 した際.当 事

者達 は,互 い に本来の状況 に執着す るよりは,新 しい妥協案 を考案 し出すだろ う1、
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第1表 依存状態 と不確 実性 の タイプによる統御構造の分類

低 い 、

低い

不確実性
_反 復 取局い

倶毛コ ミッ トメ!ト

出所:Frazier&AIli【a[1995]p.323か ら作成,、

達 が 高 い レベ ルで の相 互依 存 性 を示 す 時(網 掛 け の部 分),関 係 性 マ ー ケ テ ィ

ングや長 期 的 関係 が 強 く現 れ る と し,そ れ に適 合 した 統御 構 造 の 必 要性 を 強調

して い る。 しか し,こ の研 究 は あ くまで も文 献 サ ー ベ イを 通 じた概 念 構 築 的 な

研 究 で あ り,こ の主 張 を実 証 して い るわ けで は ない 。

この タ イポ ロ ジー を用 い て 取 引 関係 の変 遷 を もた らす 要 因 を探 ろ う と して い

る の は,Keep、Hollander&Dickinson[1998]の 研 究 で あ る。 彼 ら は,関 係

性 を重 視 す るマ ー ケテ ィ ン グ研 究 で は歴 史的 な観 点 か らの詳 細 な分 析 が 必 要 で

あ る と し6),広 告 代 理 店 と ク ラ イア ン ト,繊 維代 理 商 と織 物 工 場,プ ル マ ン社

(PullmanCarCompany)と 鉄 道 会 社,独 立 系 百 貨 店 と 産 地 購 買 代 理 店

(residentbuyingoffice)と い う4つ の ケ ー ス に お け る企 業 間 関 係 に つ い て,

この分 野 で は珍 しい 歴 史 分析 を行 っ た。 彼 ら は この研 究 で,4つ の ケ ー スが 時

間 の経 過 と と もに,ど の よ うな 関係 類 型 の変 化(第1表 の あ るセ ルか ら他 の セ

ルヘ と)を 示 して い るの か を考 察 し,そ の変 化 を もた らす 要 因 を抽 出 しよ う と

した 、、そ の結 果,ダ イ ヤ ド(dyad)内 部 の要 因 だ けで は な く,市 場 の 成 長 や

参 入 障壁,主 に地 理 的 な歪 曲 に伴 う情 報 の非 対 称 性,依 存 度 の 非対 称 性.潜 在

相互依存度

均衡) 不 均 衡 高 い(均 衡)
r『 隻㌧_P『 『P一 『一1

(引

メ ン ト

リー ダシ ップ関 係

中程 度 コ ミッ トメ ン ト 養i、研

腕下

1
5畳};.

『『 『;"『;=τ ㌧二r『

6)こ の研 究によると,こ れ までのマーケテ ィング研究で は長期的な関係の構築か らもた らされる

利益 と損害 とを総合 的に考慮す る視点が欠如 してお り,な お,期 間を限定 した研究では関係 の発

展を規定するい くつ かの要因が見逃されて しま う可能性があ るとい う。そ して,そ れは歴 史的な

観点か らの詳細 な分析を行 って こなか った故 の問題 であ ると してい る,,こ の他 に も,cross・sec・

tiom1な デー タ収集 による分析 方法 を批判 しなが ら,歴 史研究や続時的研 究な ど長期的 タイ ムス

パ ンで の研 究の必要性 を言及 している もの としては,Weitz&Jap[19951,高 嶋[1997]な ど

を挙げる ことがで きる。
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的な規模の経済性など産業 レベルの要因(industryforces)を も考慮に人れる

べ きであることを結論として提示 している、,逆にいうと.取 引当事者はダイヤ

ドの特徴や,ダ イヤ ドを取 り巻く産業 レベルの性質を把握することが出来れば,

環境要因と統御構造の ミスマ ッチか ら発生する取引損失を防止し,効 率的な取

引関係を維持することが可能になるというインプリケーションを与えて くれる

と解釈で きる、,

以上のように,取 引コス ト論 と資源依存アプローチの基本的な考 え方を継承

しながら,そ れをチャネル論の文脈に応用している統御構造選択論は,取 引の

主体が,企 業間取引にまつわる諸々の性質(例 えば,相 互依存の度合い)と か,

または,企 業間関係を取 り巻いている外生変数の特性(例 えば,環 境不確実性

の程度)な どを正 しくし識別さえすれば,そ れに沿って最適な統御構造を選択

することができ,そ うすることによって結果的に効率的な取引関係を維持する

ことができると主張 しているのである、,この主張は,「特定の状況のも とでは、

どのようなタイプのチャネルを構築 したほうがいいのか」,「どのような統御の

モー ドを採択すれば取引の成果を上げることができるのか(二 取引コス トを節

約で きるのか,ま たは.有 効な資源を獲得できるのか)」 という実践的な問い 一

に答えていることにその意義を認めることができると考えられる,,

しか し,以 上のような貢献にも関わ らず,統 御構造選択論が抱える最大の問

題点は,こ の研究が現実に存在する多様かつ多岐的な中問組織的(今 井 ・伊

丹 ・小池[1982])取 引様式を識別することがで きないとい う点にある。

実際 純粋な意味での市場取引を現実のチャネルで発見することも難 しけれ

ば,資 本投下を伴 う垂直統合という選択にもいろんな制約が付 きまとう。 しか

も,相 対的に小規模な取引当事者にとって垂直統合 とい'う選択肢は,そ もそも

考慮で きるオプションで もない(Kumar,Scheer&Steenkamp[1995a],Za-

jac&Olsen[1993])。 現実で発見されるほとんどの取引は,市 場取引 と組織

内取引を両端 とするスベク トラムの中間に位置する部分で行われるのである。

従って,重 要なのは,そ の中間部分の 「統御構造」における,極 めて多様であ
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ろ う と考 え られ る,具 体 的 な統 御 の手 段 また は メ カニ ズム を識 別 す る こ とで あ

る。

例 え ば,市 場(market)と い う統 御 モ ー ドに お い て 交 換 を 統 御 す る 具 体 的

な 手 段 は,価 格 メ カ ニ ズ ム(pricemechanism)で あ り,階 層 組 織(hierar-

chy)で は権 限(authority)が そ れ を代 替 す る。 で は,中 問組 織 的 な統 御 構 造

にお い て は,「 何 」 が 価 格 メ カ ニ ズ ムや 権 限 の代 わ りに 関 係 を 統 御 す る の だ ろ

うか とい う疑 問 に対 して,Williamson流 の 単 純 な3分 法 を チ ャ ネル の 文 脈 に

そ の ま ま適用 した統 御 構 造 選 択 論 で は,限 られ た知 見 しか 提 供 す る こ とが で き

ない の で あ る(e.g.,Heide&John[1990],Frazier[1999])。 そ の よ うな 意 味

で,チ ャ ネル研 究が よ り現 実 味 の あ る洞察 を与 え る ため に は,現 実 で 繰 り広 げ

られ る企 業 間 の 多様 な コー デ ィネ ー シ ョンを視 野 に盛 り込 んだ モ デ ルを 構 築 す

る こ とが 不 可 欠 で あ った と考 え られ る。 そ の よ うな努 力 は,取 引 特 定 的 投 資

(また は資 産)の 防 衛 問 題 を め ぐ って発 展 して い くこ と にな る。

lH防 衛(safeguarding)の メ カ ニ ズ ム

この節 で は,市 場 取 引 で も組 織 内取 引 で もな い グ レー ・ゾー ンの取 引 関 係 を

統 御 す る具 体 的 手 段 な い しメカ ニ ズ ムの 解 明 に関 心 を 向 け て い る研 究 を整 理 し

た い と考 え る。 そ の 一 連 の研 究 の特 徴 は,取 引 特 定 的投 資(transaction-speci-

flcinvestment)の 存 在 を媒 介 と して展 開 され てい る点 に昂 る。

企業 が あ る特 定 の取 引 先 との 間 に長 期 的 か つ 友 好 的 な パ ー トナ ー シ ップ を構

築 し よ う とす る と き,そ の 取 引 関 係 は しば しば取 引 特 定 的 な資 産(transaction-

specificasset)へ の投 資 を必 要 とす る。 しか し.取 引特 定 的 資 産 は,「 他 の 取

引 関 係 に転 用 し よ う とす る際 に は,そ の価 値 が 消 滅 す るか,或 い は,格 段 に下

が る資 産や 能力 」 の こ とを指 して い るた め,そ の よ うな資 産 へ の投 資 分 は 当該

関係 仁 サ ン ク(sunk)し て しま う性 質 を持 つ 。 そ の 結 果,取 引特 定 的 投 資 を

負 担 す る主 体 は,取 引 先 を 変 更 しよ う とす る際 に発 生 す る膨 大 な ス イ ッチ ン

グ ・コ ス ト(switchingcost)や 関 係 終 了時 に発 生 す る コ ス ト損 失 の た め に,
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一 定 の 期 間
,当 該 関 係 に 閉 じ込 め ら れ て(locked4n)し ま うよ う な状 況 に持

ち込 まれ る。 この よ うな状 況 の 下で,投 資 の主 体 は,取 引 相 手 の事 後 的 機 会 主

義(ex.postopportunlsm)に よ る準 レ ン ト(quasi-rent)の 奪 取 可 能 性 とい う

リ ス ク に 晒 さ れ る,所 謂 ホ ー ル ド・ア ップ の 問 題(hold-upproblem)に 直 面

す る11。つ ま り投 資主 体 は,投 資 が サ ン ク した 後 に は,取 引 先 か ら不 利 な取 引

条 件 を突 き付 け られ て も,受 け人 れ ざ る を得 ず,ホ ー ル ド・ア ップ に 見 舞 わ れ

て しま うの で あ る。 従 っ て,そ の 危 険 性 を避 け,特 定 的投 資 を 防 衛(safegu一

准rd)す る こ とに よ り,取 引 関 係 を長 期 的 に協 力 的 な 関 係 に維 持 して い くた め

に は,何 らか の 装置 を設 け る必 要 が 生 じる ので あ る。 例 え ば 直 感 的 に は,相 手

に対 す る徹 底 的 な監 視(mollitoring)や 事 前 の綿 密 な契 約 作 成,ま た は,紛 争

が発 牛 した 場 合 に は裁 判 の よ うに 第3者 の介 入 に よ る解 決 な どの 措 置 が 考 え ら

れ るが,そ れ はそ れ 自体 と して取 引 コ ス トの発 生 を意 味 す る。

従 っ て,チ ャ ネル研 究 者 た ち の 関 心 は も っば ら 「ど うす れ ば 機 会 主 義 の脅 威

か ら特 定 的投 資 を守 り,長 期 的 な取 引 関係 を持 続 して行 く こ とが で きる のか 」

とい う問題 に 集 め られ た。 伝 統 的 な取 引 コ ス ト論 が 提 示 した,防 衛 の 方法 は,

垂 直 的 統 合(verticalintegration)で あ っ た が(Wilhamson[1975])8},以 下 の

研 究 で は.所 有権 統 合 を 介 さず 特 定 的資 産 を保 護 す るた め の 多様 な メ カニ ズ ム

が 提 案 され て い る。

Heide&J・hn[1988],[1990],[1992]の 一 連 の研 究 は,こ の 方 面 の 代 表

的 な研 究 と して 評 価 で き る と思 わ れ る。 まず,Heide&John[1988]で は,

特 定 の メー カー 向 け に取 引 特 定 的投 資 を行 った こ とに よ っ て,非 対 称 的 な依 存

関係 に置 か れ て しま った 小 規 模 流 通 企 業 が,特 定 的資 産 を ど の よ うに防 衛 す る

か を 問題 と して い る。 彼 らは取 引 特 定 的 資 産 を抱 え る依 存 状 態 を,そ れ まで の

依 存 理 論(e.g.,Emerson[1962])や 資 源 依 存 ア プ ロ ー チ が 想 定 した 依 存 関 係

7)契 約当事者 が,投 資かサ ンクとなった後で不利な条件を押 し付 けられ る・ あるい は,他 者の行

動 による投資価値 の下落を恐れ るとい うビジネスー般の問題 をホール ド・ア ップ問題 と呼ぶ・}

8)後 にWilhamson[1983]で は,「 人質のメ カニズム(hostagemechanism)」 も防 衛の1つ の方

法 として提 案されている。
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とは違 うものとして捉えた。

つまり,既 存の理論が想定するには,取 引先を変更できる可能性が高いか否

か,当 該関係が白社にとって重要であるかどうか,ま たは,必 要とす る資源を

特定取引先以外から人手する可能性が高いか低いか,獲 得 しようとする資源が

自社にとってどのぐらい重要性を持っているのか,な どによって企業間の依存

関係が決まる。そのような依存関係 においては,取 引先の数を増やす ことに

よって代替取引先を用意 した り,特 定取引先以外の企業 との取引を拡大するこ

とによって取引集中度を下げる,な どの依存度均衡戦略(e.g.,風 呂[19681)

によって特定相手に対する依存度を回避することがで きる。 しか し,取 引特定

的資産を抱えることによって依存関係が成立してしまえば,既 存の依存度均衡

戦略は意味を持たな くなるのである。また取引コスト論が提案する垂直的統合

による特定的資源の保護いうと選択肢も,相 対的な規模が小さい企業にとって

は代案にすることができない。

この研究では,特 定的投資を行 うことによってメーカーヘの依存度が高まっ

た小売業者が,そ のメーカーの顧客との関係を強める(b・nding)た めの投資

を行 うことが,メ ーカーヘの依存を相殺する効果をもたらすとされ,そ の相殺

投資(offsetinvestments)が 特定的資産を防衛で きる手段 であると提案され

たウこの研究は,2つ の業界(electricaレtechnlcalandpmcesse〔luipment)に

おけるメーカーの販売代理店199社 を対象に実証を行い,ま ず,多 額の取引特

定的資産を抱えている代理店であるほど,依 存度のバランスを取るための相殺

投資を行 う傾向にあるとい う相関関係を確認 した。また.代 理店がメーカーの

顧客に対する相殺投資を増すほど,現 在の取引相手を代替できる可能性が高ま

り,当 該 メーカーへの依存度が下がるというボジティブな結果が検証された。

さらに,代 理店が商い水準の特定的資産を抱えていても,(相 殺投資を行うこ

とによって)代 替可能性が高まると,パ フォーマンスが伸張することも明らか

になった、、その反面,取 引先数や取引集中度による依存度は,相 殺投資 とそれ

ほど関連がないことが分か り,取 引先を増や した り,特 定相手への取引集中度
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を下げるなどの方法は,取 引特定的資産によって形成された依存関係に対する

対策としては有効でないことも迂回的に証明されだ)。

また,Heide&John[1990]で は,特 定的投資の防衛と環境不確実性 に対

する適応の方法として親密な(closer)関 係の構築 とい う双務的統御が有効で

あるとし,親 密な関係を識別する3つの次元を識別 しようと試みた。この研究

のそもそもの理論的問題意識は,統 御構造 という多次元の属性を持つ構成概念

を特徴付ける具体的な次元に関して,ま だ研究者間に合意が得られていないと

いう点にあった。彼らはこのような考え方のもとで,単 なる双務的統御という

概念レベルでは,現 実で行われる企業間の多様なコーディネーションを説明で

きないと考え.実 際の企業間関係を説明する理論的な枠組みの必要性を認識 し

ていたのである。

彼 らは,親 密 な関係を特徴付 ける3つ の次元 として,共 同行動(j匡)intac-

tion),関 係持続への期待(colltinuityexpectation),相 手に対する検証努力

(verificationefforts)を提起 した。この際,共 同行動は組織間の境界への相互 』

浸透の程度.関 係持続への期待は持続的な交換関係に対する双務的期待の知覚,

検証努力は期待される役割を遂行するサプライヤーの能力を事前的に検証する

ために行われ るOEMの 努力の範囲,と してそれぞれ定義されている。 この,

3つ の次元によって特徴付けられる親密な関係の先行要因として,取 引特定的

投資と不確実性が存在するか否かを検証することによって,取 引特定的投資の

保護 と,不 確実性への適応の方法として親密な関係という双務的な統御が有効

であることを確認することがこの研究の狙いであった、,彼らはこの仮説を.各

産業(機 械,電 子 ・電気機器 輸送装備)のOEM155社 と,そ のサ プライ

9)明 示的に述べ られ てはいないが,こ の研究か ら得 られる もう一つ の知見 は,チ ャネルにお ける

企業間の依存 関係 また はパワー構造が,最 終顧客 との関係如何 によって も規定 され うるとい うこ

とである。 この研究で は流通業者 と顧客 との関係が依存構造 に影響 を与 える側面が取 り上 げられ

たが,メ ー カー と顧客 との関係(例 えば、 ブラン ドカや指名買 いの比率)が 流通業者 との依存 関

係やバ ワー構造 に及ぼす影響 も注目され るべ きであ る。チ ャネルにお1ナる企業 間のバ ワー構造 を

規定す る要因 と.して顧 客 を取 り入れ る視点 の重要性を強調 してい る研 究 として は,Butaney&

Wortzel[1988]な どが挙げ られる。
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ヤ ーを対 象 と して検 証 した結 果,相 互 の取 引特 定 的 投 資 の度 合 い が 高 く,不 確

実 性 が 高 い条 件 で は,直 接 的 に,ま た は 関係 持 続 へ の期 待 と検 証 努 力 を介 して

間接 的 に,両 者 の 共 同行 動 が 促 進 され る とい う結 果 を得 た。

さ ら にHeide&John[1992]は,取 引 特 定 的 投 資 を 防 衛 す る メ カ ニ ズ ム と

して 関 係 的 規 範(relatiollalnoms)を 提 案 した。 この研 究 で も,取 引 特 定 的

投 資 を抱 え る こ と に よ って相 手 に対 す る コ ン トロー ルカ が著 し く低 下 した 買 い

手 企 業 が,ど うす れ ば相 手 に対 す る コ ン トロー ルカ の 低rを 阻止 し,供 給 価 格

の 引 き上 げ な ど サ プ ラ イヤ ー の 事 後 的 な機 会 主 義(ex-post・pp()rtunism)の

可 能性 を 回避 す るか,と い う問 題が 設 定 され た 。

産業 財 のOEM155祉 と.そ の サ プ ラ イ ヤ ー(60社)の 関係 を 対 象 に行 わ れ

た こ の 調 査 の 結 果 に よ る と,柔 軟 性(flexibility),情 報 交 換(infomlation

exchange),関 係 の結 束性(sohdarity)に よ って 特 徴 付 け られ る 関係 的 規 範 を

培 養す る と,取 引 特 定 的投 資 を抱 えて も相 手 に対 す る コ ン トロー ルカ を一ヒげ る

方 向 に作 用 し,特 定 的 投 資 を保 護 す る機 能 を果 た してい る こ とが 明 らか に な っ

た 。

長 期協 力 的 関係 の発 展 に お い て の規 範 の重 要性 を強 調 す る研 究 に は この 他 に

も,Gundlach,Achrol&Mentzer[1995]が あ る「,この研 究 は,大 学 生 の 参

加 に よ る シ ミュ レー シ ョ ン方 式 を使 っ て,規 範(socialnorms)と コ ミ ッ トメ

ン ト(commitment).機 会 主 義 の よ うな 構 成概 念 間 の 因果 関係 を調 査 した もの

で あ る。 こ の研 究 に お け る関 係 的 規 範 は前 述 のHeid&John'[1992]な ど の

研 究 を援 用 しなが ら,関 係 の結 束 力(solidarity),相 互 依 存 関係(mutu盆hty),

柔軟 性(flexlbility),役 割 統 合(r。leintegrity),相 互 に納得 す る コ ン フ リ ク ト

の 処 理(hamollizatlonofconfhct)と い う5項 目で 操 作 化 さ れ て い る。 また,

こ こで は コ ミ ッ トメ ン トとい う概念 を,現 在 時 点 の コ ミ ッ トメ ン トを意 味 す る

コ ミ ッ トメ ン ト ・イ ンプ ッ ト(commimlentinput)と,将 来 時 点 を 念 頭 に 置

いた 長 期 的 な コ ミ ッ トメ ン ト意 図(long一 しemcommitmentintentiolls)と に 分

けて使 用 して い るが,そ の際,コ ミ ッ トメ ン ト ・イ ンプ ッ トとは取 引 特 定 的投
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資(idiosyllcraticinvestments)を 意 味 す るの で あ る。 こ の調 査 の 結 果,総 じ

て,① メー カ ーか 流 通 業 者 の ど ち らか が 特 定 的投 資 を 抱 えて い る 関係 で1よ

相 手 側 の機 会 主義 が 顕 著 に現 れ 。 社 会 的 規 範 の発 達 と将 来 的 な コ ミ ッ トメ ン ト

を 阻害 す る傾 向が 見 られ101,② 逆 に双 方 が均 等 に コ ミ ッ トして い る関 係 で は,

社 会 的 な 規 範 が 発 達 しや す く,③ そ の 規 範 の 存 在 は,当 事 者 達 の 機 会 主 義 的

行 動 の可 能 性 を抑 制 す る こ とに よ って,取 引特 定 的 投 資 を 防 衛 し,ま た,将 来

的 に コ ミッ トしよ う とす る意 図 を高 め る方 向 に作 用 す る,な どの 点 が 明 らか に

な った 。

規 範 の 役 割 が 長 期 関係 の 形 成 に及 ぼ す ポ ジテ ィブ な影 響 は,KUmar,Scheer

&Steenkamp[1995a]で もサ ポ ー トされ てい る。Kumarら は,非 対 称 的 な依

存 関 係 で パ ワー を保 有 して い る側 が 準 レ ン トを搾 取 す る可 能性 に対 して,そ の

防衛 の メ カ ニ ズ ム と して,公 正 性(faimess)と い う規 範 の 重 要 性 を強 調 した。

即 ち,相 対 的 に依 存 度 が 高 く,規 模 が小 さ い流 通 業 者 に と って は,取 引 コ ス ト

ア プ ロー チが 提 案 す る垂 直 的 統 合 は 取 引特 定 的投 資 を保 護 す る選 択 肢 に なれ な

い た め,パ ワー優 位 で あ る メー カー の 公 止性 に頼 る しか な い とい うので あ る。

ア メ リカ とオ ラ ン ダ に お け る,比 較 的小 規 模 の 自動 車 デ ィー ラー(各 々417社

と289社)を サ ンプ ル と して 使 った こ の研 究 で,メ ー カー が デ ィー ラー を公 正

(分配 の公 正 性 ・取 引 過 程 にお け る公 正 性)に 扱 うこ とに よ って,そ の関 係 は,

低 コ ンフ リク ト,高 信 頼,高 コ ミ ッ トメ ン ト,関 係 持 続 意 思,投 資 意 思 な どを

含 む 良 質 の 関係 に発 展 す る傾 向 にあ る こ とが 明 らか とな った'%結 果 的 に,取

引 特 定 的投 資 を抱 え る こ とに よ りパ ワ ー関係 で 不 利 な立 場 に立 た され た 企 業 で

あ って も,関 係 に公 正性 の規 範 が 培 養 され て い る 限 り,相 手 の機 会 主 義 の脅 威

に晒 され る こ とな く,長 期 協 力 的 な 関係 を築 い て い く こ とが で きる とい うので

あ る。

10)不 均衡な取引特定的投 資が相一r側の機 会主義 を助長す ることによ って.事 後的取 引コス トの上

昇に繋が るとい う知見は、Buvik&John[2000]で も見られる。

11)そ の他 に企業問関係一般の発展ブ ロセスにおいて公正性 とい う規範の重要性を認識 してい る研

究 には、Ring&VandeVen[1994]が 挙 げられ る。
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IV防 衛(safeguarding)研 究 の問 題 点 と補 完 的 研 究

以上述べたいくつかの経験的研究が,中 間組織的な関係を統御するための具

体的なメカニズムとして,ま たは,取 引特定的投資を防御するための具体的な

丁段として,相 殺投資,親 密な関係の構築,規 範,公 正性などの役割を強調 し

てきた。これらの研究は単純な統御構造の選択を扱 った研究で克服できなかっ

た多様な中間組織型取引形態を識別,提 案することによって.チ ャネル研究を

より現実味のあるものにしたと評価できる。しかしながら、このような貢献に

も関わらず,2つ の重要な欠陥を抱えていると考えられる。以下ではその2つ

の問題点 と,そ の問題点に対 して補完的なものとして位置付けられる研究を紹

介する。

1契 約 とい う公式 メカニズム

まず 最 初 の 問 題 は,相 殺投 資 に しろ,親 密 な関 係 や 規 範 な どを構 築 す る に し

ろ,一 定 の時 問 を必 要 とす る とい う こ とで あ る。 従 って,そ の よ うな統 御 手 段

は,関 係 の 発 展段 階 に よ って は未 だ発 達 して い な い か も知 れ な い121。そ れ は,

例 えば 関係 の 初期 段 階 の よ うな 時 点 で は,規 範 な ど は有 効 な統 御 手段 と して期

待 で きな い た め に,別 の代 替 的 な統御 メ カ ニ ズ ムが 求 め られ る こ とを 意 味 す る。

この 間題 を解 決す るた めの 補 完 的 な研 究 と考 え られ る の は,契 約 とい う公 式

メ カ ニ ズ ムの 存 在 に 注 目 した.Lusch&Brownll996]やHaugland&Reve

[1993]の 研 究 で あ る 。 この両 研 究 の 共 通 点 は,契 約 とい う制 度 レベ ルの 統 御

手 段 と,関 係 的 行動 や 関係 的 規 範 の よ う に関係 の成 熟 に よ っ て生 み 出 され る統

御 手 段 と を,相 互補 完 的 な存 在 と して み な して い る と ころ に あ る。 実 際,環 境

の不 確 実性(envlro㎜entaluncert～linty)と 人 間の 限定 さ れ た 合 理 性(boulld-

edrationality)を 前 提 に置 く限 り,将 来 起 こ り うるす べ て の事 象 を もれ な く契

約事 項 に盛 り込 む こ と はそ もそ も不 可 能 で あ り,そ の 意 味 で 契 約 は不 完 全 な契

12)こ の問題点は,規 範の必要性を主張するHeide&」 ・h"[19921に おいてすら指摘されている。
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約(incompletecontract)に な らざ る を得 ない 。 そ こ に は必 然 的 に契 約 の 空 白

(宮本[1991])が 発 生 す る よ うに な り,そ の 空 白 を 関係 そ の ものか ら生 み 出 さ

れ る関係 的規 範 な どの手 段 で 埋 め る とい う ロ ジ ックが 成 立 す る ので あ る。 こ の

両 研 究 は,以 上 の よ うな 基 本 的 な考 え方 に 基 づ い て,契 約 の形 態 が 関 係 的 規

範131を規 定 し,関 係 的規 範 が 関 係 の 成 果 を 規 定す る とい う基 本 モ デ ル を堅持 し

て い る,、

まずHaugland&Reve[1993]は 、取 引 関係 は.① 、適 切 な 契 約 形 態 の デ ザ

イ ンと,② 行 為 者 間 の 関 係 的 規 範 の 開発,を 通 じて効 率 的 に統 御 で き る と し,

契 約 形 態一 関係 的規 範 一 成 果,間 の相 関 関 係 を 多 角 的 に分 析 した。 こ の研 究 は

ノ ル ウ ェー 産 サ ー モ ンの 国際 流 通 チ ャネ ル を調査 の対 象 と して い た た め 、設 問

内容 の 翻訳 の 問題,有 効 回答 率 の低 さ,な どの技 術 的 な 限 界点 を抱 え,統 計 的

に有 意 な結 果 が予 定 通 り得 られ なか った 。 に も関 わ らず,こ の研 究 を通 じて,

ル ー ルや 安 定 した 政 策,標 準 化 され た実 務 手 順 な どに よ って取 引が 統 御 され る

程 度 を表 す 公 式 化(formalization)の 度 合 い が 高 い 契 約 形 態 と,規 範 の発 展 と

の 問 に は正 の相 関 が 認 め られ,反 対 に,あ る柔体 が 一 方 的 に 関係 を コ ン トロ ー

ルす る程 度 を表 す 集 権 化(centralization)の 度 合 いが 高 い契 約 形態 は,規 範 の

発 展 と負 の 相 関 を持 つ こ とが 明 らか に な った 。 また,関 係 的規 範 の存 在 は 関係

の凝 集 力(cohesio11)と い う成 果 を高 め る方 向 に機 能 して い る こ と も確 認 さ れ

た14),、

Lusch&Brown[1996]も,企 業 間 の依 存 形 態,契 約 の 形 態.関 係 的 行 動

(規範)間 の 因果 関係 や,そ れ らが チ ャ ネ ル成 果 に与 え る影 響 な ど を多 角 的 に

分 析 して い る。 この 研 究 は特 に流 通 業 者 の 取 引 成 果 な どに 焦 点 を 当 て.耐 久

財 ・非 耐 久 財 産 業 の メー カ ー と 取 引 関 係 に あ る 卸 売 業 者(wholesale-

dlstributor)454社 に対 して 調 査 を 行 った 。 そ の主 な 分 析 結 果 を ま とめ る と,

13)Lusch&Brown[1996]で は関係的行動 とい う表現を してい るが,そ の内容 と しては・Heifle

&John[1992]が 提 示 した関係的規範 の3つ の次元を改変せずそのまま援用 している、

14)こ の研究では成果を表すパラメー タと して 、関係の凝集力の他に製品満 足 とい う指標 も使わ れ

てい るが,関 係規範 との間に統計 的に有意 な結果 は見つか らなか った。
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① 両者の依存 関係が双務的(=対 称 的)で あればあ るほ ど,明 白な契約

(explicitc。ntract)よ り規範的契約(n。rmativec。ntract:)の 採用が多く見られ,

また,関 係的行動(規 範)が 出現する頻度 も増加する傾向にある,② 規範的

契約が関係を統御する程度が高いほど,関 係的行動(規 範)の 出現可能性は高

まる,③ 規範的契約の採用が多ければ,卸 売業者の成果は上昇する151,な ど

であった。しかし,こ の研究では関係的行動(規 範)の 存在がチャネルの成果

を上昇させるという正の因果関係は統計的にサポー トされなかった。

契約という公式メカニズムの役割に注目した以上の研究結果は,① 関係的

規範の発展を同伴せず,単 純に契約形態を操作することでは取引成果に有益 な

影響を及ぼす ことはできない.② 規範の発展のためには適切な契約形態のデ

ザインが必要である,な どのインプリケーションを提供することにより,関 係

の統御に対する契約形態 と関係的規範 との相互補完関係が読み取れるものと

なっている。

2内 生変数としての取引特定的投資

防衛(safeg照rding)研 究が抱えているもう!つ の問題点は,理 論的な前提

として取引特定的投資の存在を所与 としている点である、、そこでは,「取引特

定的投資か ら派生す る準 レン トを機会主義的行動の可能性から防衛する」,と

い う視点がもっぱら強調されているのである。よって,取 引特定的投資は,取

引主体が恣意的に操作することのできない外生変数として暗黙的に想定されて

いるのである、、

ところが,こ のような見解には問題がある。企業が特定の取引先 との関係に

特定的な投資を行うことは、それ自体がその関係へのコミットメントを表す意

思決定であ り,そ の関係を長期的に発展させて行きたいという意思表明で もあ

15)こ の 研 究 で 成 果(perf・rm…mce)は,Kumar,Stem&Achrol[1992]の 合 理 的 目 標 モ デ ル

(rationalgoalmodel)に 依 拠 し,売 上 増 加,利 益 増 加,全 体 の 収 益 性,流 動 性.労 働 生 産 性.

キ ャ ッ シ ュ ・フ ロー な ど.効 率 性(effi(:ien`!y)と 生 産性 を表 す6つ の 項 目が 採 用 さ れ た.
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るか らで あ る(e.g.,Gundlach,Achrol&Mentzer[1995])。 従 っ て,取 引 特

定 的 資 産 へ の投 資 とい う行 為 自体 を,投 資 主体 が 恣意 的 に選 択 で き る 内生 変 数

と して取 り扱 う必 要性 が あ り,そ うす る こ とに よ って取 引特 定 的投 資 自体 が 長

期 協 力 的 な取 引 関係 を 維持 す る メカ ニ ズ ム と して の 機 能 を果 た して い る,と い

う見方 が 可 能 に な るの で あ る。

この よ う な見 解 を示 す 代 表 的 な もの と して は、An(lerson&Weitz[1992]

を 挙 げ る こ とが で きる 、、彼 らは,① 特 異 的(idi。syncmtic)投 資 と,② 契 約

条 件 を通 じて部 分 最 適 な 自律性 を抑 制 す る 自己強 化 的(selfenforclng)な 契 約

条 件,と を誓 約 的 行 動(1)1edges)と して位 置 付 け,そ れ が 関係 に対 す る参 加

者 達 の コ ミ ッ トメ ン トに及 ぼ す 影 響 を調査 した。 そ の結 果,特 異 的 投 資 は,コ

ミ ッ トメ ン トの意 思 を相 手 に伝 え る強 力 な シ グナ ル と して機 能 して い るの に対

して,明 白 な公 式 契 約 は,ほ とん ど の関係 で 、 コ ミ ッ トメ ン トを助 長 す るの に

役 立 た ない こ とが 明 らか に な った。 彼 ら は この結 果 を受 け て,相 互 の コ ミ ッ ト

メ ン トに基 づ く準 統 合 型(quasi-integrated)の チ ャ ネ ル 形 態 が,垂 直 統 合 に

よ る調 整 の メ リ ッ トを 享受 しな が ら も,階 層 組織 の 非効 率 性 を も避 け る方 向 に

機 能 してい る と結 論 づ けて い る。

この よ うな視 点 はJap[1999]で よ り明 示 的 に表 れ て い る。 彼 女 は,企 業 間

関係 の 目的 は取 引 特 定 的投 資 か ら発 生す る取 引 コ ス トを 回 避 す るの で は な く,

企 業 間 の 調 整 努 力 と特 定 的 投 資 を促 進 す る こ とに よ って 成 果 を拡 大 す る(pie

expansion)こ とで あ る と主 張 した 。 この研 究 で 彼 女 は,各 種 産 業 の 大 企 業4

社 にお げ る調 達 部 門 と,そ の サ プ ラ イヤ ー との 関係 を,1年 の 時 間 的 ター ムを

置 い た 続 時 的 調 査(longiludinalsurvey)を 通 じて 調 べ た161。そ の 結 果,現 在

(時点1)に お け る調 整 努 力 と取 引特 定 的 投 資 は,将 来(時 点2)に お け る 当

事 者 達 の利 益 成 果 と競 争 優 位 の認 識 に,正 の効 果 を 及 ぼす こ とが 明 らか に な っ

16)質 問表は各企業 の調達部 門の バイヤー と,そ のバー トナーとなるサ プライヤ ーに送付 され た。

サ ンプルとして は,時 点1に バイヤー275人 と什プライヤー220社,時 点2で は167人 のバ イヤ ー

とi54社 の サプライヤーか らの回答が,最 終的な分析 に使われた、
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た 。

以上のように,防 衛の問題を扱ったほとんどの研究が,取 引特定的投資の存

在を取引コス ト発生の源泉 として考え,そ の防衛の問題 として統御 メカニズム

を議論 してきたのに対 して,こ こでは.取 引特定的投資その ものが,相 互 コ

ミットメントを含む関係的資産を生み出す内生変数として認識されている点が

注目に値する「)。

Vマ ーケティング・チャネルにおける統御研究の貢献と課題

以上,チ ャネルにおける統御の研究を,伝 統的な統御構造の選択を対象にし

た研究,取 引特定的投資の防衛問題を扱った研究,防 衛研究が持つ限界点を補

完する研究に分けて見てきた.こ こでは,統 御構造の問題に関する諸研究が近

年のチャネル論の発展において欠かせない軸を構成するとともに,そ の論点が,

「特定の環境条件のもとではどのような統御構造を選択すればよいのか」とい

う比較的にプリミティブな間題か ら,「どうすれば機会主義の脅威から特定的

資産を守 り,長 期的な取引関係を持続して行 くことができるのか」を解明する

ことにより,よ り多様な統御6)メ カニズムを識別しようとする動 きに発展 して

きたことが明らかになった。なお.防 衛研究がもついくつかの問題点を補う公

式的な統御 メカニズムとしての契約の役割を強調 した研究や,取 引特定的投資

そのものが関係を強固にするメカニズムとして機能するという視点を強調する

研究など,論 点をより洗練化 した研究の流れも見 られた。この節では最後に,

これまでの議論を整理 し,チ ャネルにおける統御研究の意義 限界,そ して今

後の課題を論 じたいと考える,、その際,本 節では主に,「統御研究の分析視点

や知見が 「製造業者 と大規模流通業者の関係」 を分析す る際にも有効な分析

ッールでありうるだろうか」という面を意識 しながら議論を展開 していきたい

と考える。・

17)こ の他 に も.こ の よ うな 見 方 を 示 して い る研 究 と して はGanesall[1994]な どが あ る.
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1統 御研究 の貢献点

まず,統 御 研 究 は次 の よ うな意 味 で,現 実 の チ ャネ ル問 題 に対 して 有 用 な知

見 を提 供 して い る と考 え られ る。

第1に,最 適 な資 源 配 分 とい う戦 略 的 視 点が 導 入 され た こ とで あ る。 統 御 構

造 選択 論で は.企 業 問 関係 の 性 質 や 企 業 間 関係 を取 り巻 く外 生 変 数 の タイ プ と,

特 定 の統 御 構 造 との 間 の相 関 蘭係 を明 示 的 に意 識 した モ デ ル を構 築 す る こ と に

よ って,「 どの よ うな 状 況 で ど の よ うな統 御 モ ー ドが 採 択 され るべ きか 」 に関

す る実 践 的 な洞 察 を提 示 して い る、、近 年,多 くの 産業 に お い て は,同 質的 な 多

数 の流 通 業 者 に よ って構 成 され る低 集 中度 チ ャ ネ ルが 後退 し,膨 大 な購 買 力 を

備 えた 大 手 流通 業 者 が大 きな ウ ェ イ トを 占め る高 集 中度 チ ャネ ルが 一般 化 しつ

つ あ る(住 谷[1992],[2000])。 こ うい う チ ャ ネ ル環 境 の 変 化 は メー カー に

と って,大 手 流 通業 者 と既 存 の 中小 零 細 な流 通 業者 とが 混在 す る マ ル チ ・チ ャ

ネル(Frazler[1999],小 林[1992]。 金[1998])の 顕 在 化 を意 味 す る。,異質

的 な複 数 の チ ャ ネ ル ・メ ンバ ー を抱 え る マ ルチ ・チ ャ ネル に お い て は,チ ャ ネ

ル ・メ ンバ ー へ の画 一化 され た対 応 よ りは,各 々の 関 係 ご との諸 条件 を考 慮 し

た個 別 的 な対 応 が 求 め られ る。統 御 構 造 選 択 論 は,比 較 的単 純 で あ る とは言 う

ものの,取 引 関係 の タ イプ を分 類 す る分 析 ッー ル と.そ れ ぞ れ の タイ プ に マ ッ

チす る統御 構造 を提 示す る こ とに よ り,関 係 の 特性 に適 った チ ャネ ル構 造 を デ

ザ イ ン し,そ れ に合 う資 源 を 配分 す る ため の指 針 を提 供 して い る 点 に そ の貞 献

を認 め る こ とが で き よ う。

第2に は,wmiamson[1975].[1985]な どに よ って提 唱 され た統 御 構 造 や

統 御 メ カ ニ ズ ム とい う,そ れ まで に は理 論 的 な 概 念 の 水準 に留 ま っ て い た コ ン

セ プ トを,よ り現 実 性 の あ る次 元 に まで 操 作 化 した 点 を 評価 す る こ とがで きる 。

実 際,企 業 間 の 相 互 作 用 や 調整.協 議(arrangement)の 現 実 的 多 様 性 を考 え

る と.そ れ に関 す る的確 かつ 有 意 な理 論 的 定 義 を 下 す の は 不 可 能 に等 しい と言

わ れ る(Ileide&John[1990])。 しか し なが ら,以 上 の諸 研 究 で は,主 に取

引 特 定 的投 資 の 防衛 問題 を足 掛 か り と しなが ら,純 粋 な 市場 取 引 で も組織 内取
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引 で もない 中 間部 分 にお け る,関 係 を統 御 す る多 様 な メ カ ニ ズ ムを提 示 した 。

相殺 投 資,親 密 な関 係,関 係 的規 範,関 係 的 行 動,公 正性 の規 範,関 係 的契 約,

誓 約 的 行 動(pledges)な ど.バ ラ イ ア テ ィ に富 ん だ様 々 な メ カ ニ ズ ムが こ れ

まで提 示 され て き た。 これ らは,「 い か に機 会 主 義 を抑 制 し.特 定 的 資 産 を守

る こ とに よ り,長 期 協 力 的 な 関 係 を維 持 で きるか 」 とい う実践 的 な 問 い に対 し

て,有 益 な知 見 を与 えて い る。 な お,よ り最 近 の傾 向 と して は,関 係 の タイ プ

を規定 す る諸 側 面 を よ り細 分 化 し,そ れ に マ ッチす る統御 戦 略(メ カニ ズ ム)

を 提 案 す る とい う動 き も見 られ る。 例 え ば,Wathne&Heide[2000]は,文

献 サ ー ベ イ を用 い た 概 念 構 築 的 な研 究 を通 じて,機 会 主 義 の タ イ プに よ って最

適 な防 衛(統 御)戦 略 は 異 な る と し,モ ニ タ リ ン グ,イ ン セ ンテ ィブ,選 別

(selection),社 会化(socializati(m)な ど の 統 御 戦 略 を機 会 主 義 の タイ プ毎 に

使 い 分 け る べ きだ と主 張 して い る、、同様 に,Brown,Dev&Lee[2000]に お

い て も,機 会 主 義 の タ イプに 適 合 す る統 御 構 造 を持 っ て関 係 を防 衛 す る こ との

重 要性 が論 じ られ て い る。

2統 御研究 の限界点 とチ ャネル論の課題

しか し,以 上 の よ うな貢 献 に も関 わ らず,そ こに は依 然 と して検 討 す べ き問

題 点 も残 さ れ て い る.、まず は,長 期協 力 的取 引 関係 を維 持 す るた め の統 御 構 造

(また は メ カニ ズ ム)を 採 択 す る こ とが,企 業 の 成 果 に 与 え る影 響 を意 識 して

い る研 究 が 比 較 的 に少 な い とい う こ とが 挙 げ られ る(Kalwani&Narayandas

[1995],Skinner,Gassenhelmer&Kelly[1992],Weitz&Jap[1995])、,実

際 関係 的 な統 御 メ カニ ズ ムの 構 築 が,必 ず し も取 引 当事 者 達 の成 果 に貢 献 し

て い ない とい う指 摘 さ え存 在 す る。 長 期協 力 的 関係 を構 築 す る コ ス トが そ の ベ

ネ フ ィ ッ トを 上 回 る可 能 性 や(IFrazier[1999]),実 際 に 成 功 して い る パ ー ト

ナ ー シ ップの 比 率 は 低 い(Mohr&Spekmanl199411),と い う指 摘 は そ の 例

で あ る。

例 えば,高 い 不確 実 性 と取 引 特 定 的投 資 を抱 え る場 合 に は,関 係 的 行 動 や 規
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範 が,機 会 主 義 か ら 関 係 を 保 護 す る と い う研 究 結 果(e.g.,Heide&John

[1990],[1992])と は反 対 に,Buvik&J(》hn[2000]で は,産 業 財 部 品 取 引

にお け る サ プ ラ イヤ ー とOEMと の 関係 を対 象 と した 調 査 で,不 確 実 性 が 高

くて も,サ プ ラ イヤ ーが 行 った取 引 特 定 的 投資 の レベ ル が高 い場 合 に は,企 業

間 に垂 直 的調 整181を行 う こ とが む しろ買 い 手 側 の取 引 コ ス トを上 昇 させ る方 向

に作 用 す る とい う結 果 が,統 計 的 に支 持 され た 。 この研 究 に よ る と,多 額 の取

引 特 定 的 投 資 を行 っ た サ プ ラ イヤ ー は,OEMが 頻 繁 な垂 直 的 調 整 を通 じて 自

分 の特 定 的 投 資 か ら生 まれ る準 レ ン ト(例 えば,知 的 資 産 な ど)を 搾 取 す る 可

能 性 を恐 れ る とい う。 そ の た め に,例 えば,環 境 が 変 化 す る こ とで()EMが

あ る改 正 案 を提 案 して くる際 に も,よ り慎 重 か つ 疑 い 深 く(suspiclous)な る

傾 向 が あ る とい う。 結 果 的 に,こ の よ うな サ プ ラ イヤ ー と取 引 す るOEMは,

高 い 事後 的取 引 コス トを負 担 す る よ う に な る とい うので あ る。 同 様 に,前 述 の

Lucsh&Brown[1996]で も,関 係 的 行 動 の度 合 い が 高 けれ ば,流 通 業 者 の

成 果 は 上 が るだ ろ う とい う仮 説 は,統 計 的 に有意 な結 果 を示 さ なか っ た。 こ う

した こ とを 考 慮 す る と,今 後 の チ ャネ ル研 究 に お い て は,取 引 関係 の成 果 を表

す よ り具 体 的 な パ ラ メー ター の 開発 や,特 定 の統 御 構 造(ま た は メカ ニ ズ ム)

を採 択 す る こ とが,当 事 者 達 の取 引成 果 に どの よ う に影響 を 及 ぼす か に 関す る

研 究 が 不 可 避 に求 め られ る と言 え よ う1%

む ろ ん チ ャネ ル にお け る統御 研 究 が,取 引 の 成 果 とい う側 面 を ま った く意識

して い な い とは言 い 難 い が,間 題 は,こ の研 究 の殆 どが 取 引 の 成 果 を取 引 コ ス

トの 節約 に求 め る とい うス タ ンス を 明 示 的 ま た は暗 黙 的 に仮 定 して い る点 にあ

る,、これ まで の研 究 で は,取 引 特 定 的投 資 を め ぐっ て発 生 す る機 会 主 義 を取 引

コ ス ト発生 の源 泉 と してみ な し,そ れ をい か に効 率 的 に抑 制 す る のか が,取 引

18)こ こでは,情 報共有,協 議.品 質改善の共同努力,QC(品 質管理)に おける協力などが垂直

的調整の測定項口として使われた、、

19)こ の点は.長 期協力的関係の原因変数などを探る一連の研究にも同様に言えることである、そ

れに関してSkimler,Gassenheimer&Kelly[19921は,例 えば,信 頼(trust)な どのように,

チャネル研究で用いられている全ての行動科学的構成概念は.売 上や利益,市 場占有率などに代

表される具体的なパフォーマンスの観点から実証されるべきである,こ とを強調している.
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関係の所期の目標 として設定されている。従 って,特 定の統御構造(ま たはメ

カニズム)が 取引主体によって採択される唯一の根拠は取引コス トであるとい

うことになる。このような暗黙的な前提に関して,次 のような問題提起が可能

であると考えられる。まず,取 引コス トを発生させる源泉とされる取引特定的

投資そのものが.果 た してチャネルにおいてどれだけ一般的な事象であるか,

という問題である。

一部の論者は、流通業者が特定製品の販売のためにセールスマンの トレーニ

ングに投下するコストや時間,ま たは,製 造業者が特定の流通業者と共同で行

うローカルな広告などを,チ ャネルでよく見られる取引特定的投資の具体例 と

して挙げている。しかし、取引特定的投資が,統 御構造の選択に影響を与える

ような,取 引コス ト発生の根拠になるためには,投 資主体が当該投資の存在に

よってその関係に閉じ込められる(10ck-in)よ うな性格のものでなければなら

ない。 しか し,少 な くとも,上 述の例からそのような特徴を見出すことは困難

であると考えられるし,実 際,取 引コス ト発生の源泉 と考えられる取引特定的

投資(ま たは資産)の 存在その ものすら,チ ャネル関係においては,未 だに証

明されてもいない(日 高[2001])。 また,仮 に.そ のような投資の存在がチ ャ

ネル関係に部分的に存在することを認めるにしても,そ の投資 とそれをめ ぐる

機会主義の発生 というものが,統 御構造や統御のメカニズムを選択する唯一の

基準 にな るほ ど,一 般 的か つ大 きな比重 を占め る決定的 な事象(critical

events)で あるかに関しても依然 として疑間は残る2。1。

しかし,チ ャネルの目標を取引コス トの最小化に求める既存研究が抱えるよ

り根本的な間題は,チ ャネルにおける企業間関係が生み出す順機能的なダイナ

ミズムを捨象 し,機 会主義で蔓延した暗欝なイメージのチャネル像を描いてし

まうところにある。それは,か つてのパワー ・コンフリクト論が想定していた

2〔))こ の点は,統 御研究が依拠 してい る取引 コス ト論(Wllllamson[1975] ,[19851)の 枠組み 自

体が.主 に産業財 における企業 問関係 を念頭 において開発 された ことに深 く関わってい ると見 ら

れ る.,
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パ ワー ・ゲ ー ム に満 ち 溢 れ た暗 欝 な チ ャ ネ ル像(崔[19941)を 批 判 しなが ら

出 現 した 近 年 の チ ャ ネル論 が 』 パ ワー ・コ ンフ リク ト論 の誤 謬 を踏 襲 して い る

もの に 他 な ら な い 。 チ ャ ネ ル を 「ネ ガ テ ィブ の 回 避 者(anavoiderofthene-

gative)」 と して で は な く,「 ポ ジテ ィブ の創 出者(acreat(〕rofth(!p(》sltive)」

と して 見直 す こ との 重 要 性 を述 べ た,Jap[1999]の 主 張 は,こ の こ と を指 し

て い るQ

以 上 の 指 摘 が 与 え る示唆 点 は,今 後 の チ ャネ ル研 究 が,取 引 コ ス トの最 小 化

(m重nimization)だ け に焦 点 を絞 るべ きで は な く,チ ャ ネ ル に お け る 企 業 間 関

係 が 生 み 出 す パ フ ォーマ ンス の多 次 元 的 な 属性 を 理解 す る(N()ordewier,Joh11

&Nevin[1990].Weitz&JaP[1995]〉 こ と の 重 要 性 で あ る。 例 え ば,日 高

[2001]で は,家 電 メー カー と量 販 店 との情 報 交 換,相 互 に対 す る支援 活 動 を

詳 細 に記 述 して い る。 そ の よ うな 日々 の イ ンタ ラ ク シ ョンは,家 電 メ ー カー の

製 品開 発 や 生 産 過程 に フ ィー ドバ ックさ れ る。 また,同 じ く家電 量 販店 の 品揃

え過 程 に,メ ー カー との相 互作 用 は 反映 され るの で あ る。 同 じよ うな例 は ま た

あ る、、小 川12000]と 清水[2000]は,非 耐 久 財 消 費 財 メー カー の 製 品 開発 活

動 に,コ ンビニ エ ン ス ・ス トア との イ ン タ ラク シ ョンが与 え る影響 につ い て論

じてい る。 これ らの研 究 は,チ ャ ネル論 との関 わ りを 意 識 して い る とは 言 え な

い が,そ こで は,メ ー カー と流通 業 者 間 の相 互作 用 が 作 り出す イ ノベ ー シ ョン

の姿 が 描 か れ て い る、,

従 って,企 業 間 関係 に 一 定期 間安 定 的 に維 持 され て きた あ る統 御 構 造(ま た

は メ カ ニズ ム)が,他 の もの に代 替 され る時,そ の動 因 を取 引 コス トだ け に 求

め る既 存 の 統 御研 究 の 枠 組 み で は,現 実 の チ ャネ ルが持 って い る ダ イナ ミズ ム

を的 確 に読 み 取 れ な い 恐 れ が あ る。 この よ うな 局 面 に関 す る よ り詳 細 な実 態 分

析 と,理 論 化 を 目指 す とい う視 点 は,今 後 にお け るチ ャ ネル論 の発 展 の た め に

は,不 可 欠 な 作 業 で あ る よ うに考 え られ る。
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顧客組織の導入とマーケティング組織の再編

スカンジナビア航空におけるFFPの 導入一

藤 岡 章 子

は じ め に

顧客 との継続的関係の維持,発 展に焦点をおいたマーケティング,す なわち

リレーションシップ ・マーケティングの重要性が指摘されて久 しい。顧客の獲

得 と顧客の維持は,マ ーケテ ィングにおける両輪をなす活動であるとの考えは

このリレーションシップ ・マーケティングの台頭とともに,一 般に広 く定着し

つつある。また昨今では,顧 客維持による経済的効果などを指摘するだけにと

どまらず,顧 客を企業における無形資産の一つ としてより積極的に捉え,主 体

的にマネジメントしようとする考えも提唱されている1)。そのための具体的手

段 ・方策の一つが,顧 客組織の確立と運営であろう。

顧客紅織は,リ レーションシップ ・マーケティングの典型例として しば しば

取 り上げられ,顧 客に提供されるサービス内容 とそのマーケティング効果(特

に販売促進効果)が 紹介されている21。しか しなが ら,多 くは顧客組織単体 に

焦点を当てており,他 の部門 との関係や組織体制について考察された ものは少

ない31。

1)ブ ラ ットバーグ,ゲ ッッ,ト ーマ ス[2002]、

2)若 林靖 永 「顧客 との 「関係性」の創 出 一 リレー ションシ・プ ・マーケテ ィングー 」(近 藤

文男 ・陶 山計介 ・青木俊昭 『21世紀のマーケテ ィング戦略』 ミネルヴァ書房,2001年)。

3)た とえば リレー シ ョンシ ・・プ ・マーケテ ィングにおける組織体制について取 り上げた もの とし

ては,Gordon[2000]や ブ ラッ ドバ ーグ,ゲ ッツ,ト ーマ ス[20021な どが あるが,い ず れ も

理想 的な組織体制 を示すな ど.概 念 レベルの議論 にとどまってお り。具体的な組織体制を取 り上

げた ものは少 ない.


